


テムズ・タイドウェイ・トンネガレ

プロジェクトにおけるSDGsの取組
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2015年 に国連持続可能な開発サ ミットで持

続可能な開発目標
'(SDGs)が

採択され、17の

目標と169の ターゲットが示された。欧州各国

は、自国が強みとする産業分野でSDGsを 推進

しており、なかでも英国は、政府だけでなく多

くの民間企業がSDGs達成に積極的に取 り組ん

でいる。ここでは、英国の最大級の水インフラ

プロジェク トにおけるSDGs達成に対する取組

を紹介する。

1865年にロンドンで合流式下水道が整備さ

れたが、当時の対象人口400万人が今や900万

人を超え、少 しの雨でも未処理水がテムズ)||に

流出し、深刻な水質汚染が生 じている。このた

め、ロン ドンの上下水道を運営管理するテム

ズ・ウォーター社や政府関係機関により、既設

の 5処理場の再生に加えて西にテムズ・タイ ド

ウェイ・トンネル (以下「TTT」 という。)と

東にリー・トンネルを建設する計画が策定され、
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延長6,9kmの リー・トンネルはテムズ・ウォーター

社により2010年から2016年にかけて建設され

た。TTTは、Actonか らAbbey Mlllsに 至る延

長25km、 内径 7。2mの集水 トンネル (intercepting

sewer)で あり、2013年 7月 に入札が公告され

た。リー・ トンネルと合わせて160万面の水を

貯めることが可能であり、テムズ川への未処理

水流出を年50回以上から4回以下に減 らすこ

とができる。満水になっても48時 間以内に排

水可能である。

TTTの事業費45億 ポンド (2023年時点)は、

利用者の下水道料金により賄われるが、3分の 1

が グ リー ン・サ ス テナ ブル債 (green and

sustainable debt)の 発行等を通 じて国内外の

投資家に出資されてタイ ドウェイ社が設立され、

2015年 から同社が事業主体 となっている。同

社は、テムズ・ウォーター社と125年間の契約

を結び、利用者から月額料金を直接徴収した上

“
帥
□ 甲

辞串発争隼ぜ愉
CЮ認

―

□Rほ曲

LnO Fteach□

*日本大学 危機管理学部 教授

タイドウェイ・ トンネルプ回ジェクト

月刊「建設」23-10 客



で、下水道 を運用する。水サー ビス規帝J庁

(Ofwat)が収支を監督 し、支出が一定の水準

を超えた場合には政府が財政支援を行うことと

しているため、利用者負担の上昇が最小限に抑

えられる。 トンネル本体は2022年 4月 に完成

済であり、2024年からの試験運用を経て2025

年下半期に本格運用を開始する予定である。

投資家等に向けて持続可能性に関するコミット

メントの達成状況等を報告する持続可能性レポー

ト2022(Tideway SUSTAINABILITY REP① RT

2022)に よると、タイ ドウェイ社は、環境、

健康安全福祉、経済、人、場という5つの主要

テーマに関する54の コミットメントを設定 し

ている。これらをSDGsの 目標やターゲットに

対応させて達成を目指 している。長期的目標と

してはSDG6(き れいな水と衛生)と SDGll(持

続可能な都市とコミュニティ)を重視 しており、

建設中はSDG3(すべての人に健康と福祉を)、

SDG4(質 の高 い教育 をみんなに )、 SDG5

(ジ ェンダーの平等を実現 しよう)、 SDG8(働

きがいも経済成長も)、 SDG9(産業と技術革

新の基盤をつくろう)、 SDG12(つ くる責任つ

かう責任 )、 SDG13(気候変動に具体的な対策

を)、 SDG17(パー トナーシップで目標を達成

しよう)の 8つ を目標にしている。合わせて

10の 目標 と27の ターゲットを設定 し、54の コ

ミットメントに対する進捗状況をとりまとめて

いる。

環境 (ENViRONMENT)と してはNo,1～ 6

のコミットメン トがあり、たとえばNo.5「炭

素排出量を最小化する」については、工事の入

札プロセスを通 じて、請負業者は、自社オフィ

スの消費電力等を除く建設工事等による炭素排

出量の見通しを設計や材料選定の見直しにより

769,000tC02eと 定め、四半期毎 に炭素排出

量を報告するとしている。2021/22会 計年度

までに炭素排出量は請負業者が設定 した見通 し

の640/0を消費 したとのことである。 トンネル

の建設材料を低炭素化 したり、HGV(重 量物

運搬車)に代えて水上輸送を利用 し、燃料に

HVO(硬化植物油)を用いるなどの取組を進め

ている。また、炭素データに関する第二者証明

審査結果が会計年度末に報告されることになっ

ている。

健 康 安 !!:営:福 祉 (HEALTH, SAFETY AND

WELLBEING)に ついてはプロジェクトに従事

する全員の安全、健康、幸福を確保することを

基本理念 としてお り、No.7～ 13の コ ミッ ト

メントがある。

経済 (ECONOMY)に は、No.14～ 30の コミット

メントがあり、たとえばNo.19「 トンネル掘削

土砂の大部分 (90°/0)を水上輸送で搬出する」

については、More by River交 通戦略によって

550万 tの 物資を水上輸送 し、65万 回以上の

HGV輸送をなくすことにより23,400tC02eの

うF出量を肖J減 したとのことである。

人 (PEOPLE)に ついては、地元の雇用推進、

スキル向上、すべての利用者の健康増進等を目

的として、No.31～ 45の コミットメントがある。

場 (PLACE)に ついては、新 しい公共領域

を創造 し、川に人を呼び戻すことやコミュニ

テイの結束を促すことを目指 しており、No.46

～54の コミットメントがある。

以上概略ではあるが、グリーン・サステナブ

ル債を活用 して、SDGsを 目標 としつつ自らの

コミッ トメン トの達成に努めている先進的な

インフラ・プロジェクトの事471を 示 した。わが

国においても、SDGsを 目標 にしつつ、2050

年カーボンニュー トラルの実現を目指すインフ

ラ整備を官民連携の下で一層強化すること必要

がある。
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